（様式第１号）
令和　　年　　月　　日　

福岡県中小企業団体中央会会長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 郵便番号　
住　　　　　　所　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者役職・氏名　　　　　　　　　　　　　㊞

福岡県外国人材受入企業支援補助金交付申請書

　福岡県外国人材受入企業支援補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）第５条の規定に基づき、上記補助金の交付について下記のとおり申請します。

記

１．補助事業の目的及び内容
　　（別紙１）補助事業実施計画書および（別紙２）経費内訳書のとおり

２．補助事業の開始日及び完了日（最長令和９年１月１５日まで）
　　交付決定日～　　　年　　　月　　　日

３．補助金交付申請額
　　金　　　　　　　　　　円

４．そのほか添付書類　※別紙「福岡県外国人材受入企業支援補助金交付申請用チェックリスト」参照）
　①補助対象経費に係る見積書（単価１０万円以上（税込）の場合は相見積）及び間取り図等の写し
　②暴力団排除に係る誓約書
　③入国前の外国人技能実習生については、技能実習計画認定通知書の写し、雇用契約書及び雇用条件書の写し等（本事業実施により利益を享受する実習生全員分）
技能実習中の外国人技能実習生については、技能実習生の雇用契約書及び雇用条件書の写し、在
留カードの写し等（本事業実施により利益を享受する実習生全員分）
　④（中小企業法人等）履歴事項全部証明書の写し
（個人事業者）事業を行っていることが確認できる書類（確定申告書、営業許可証等）の写し
　⑤その他中央会会長が必要と認める書類

（別紙１）（様式第１号関係）

補助事業実施計画書

	１　申請企業の概要等
	①資本金又は
出資の総額
	
円
	②企業全体で常時使用する労働者の数
	　　　　　   
人 

	
	③主な事業
	

	２　補助事業を行う事業所
	①本補助事業の対象となる居所住所
※実習生の居所及び寮名
	



※ＰＲ動画・パンフレット制作の場合は記入不要
※補助事業実施場所が複数ある場合は併記すること

	
	②①に居住する実習生の実習場所（勤務地）
	

	３ パートナーシップ構築宣言日
	令和　　年　　月　　日

	４ 補助事業の概要　※選択肢はいずれかに○をすること。

	（1）取り組み内容
※取り組み内容が環境整備支援 で建物改修の場合、改修を行う建物は
［　自己所有　・　賃借　］である。（賃借の場合は承諾書（様式任意）を提出）






	（2）事業実施計画
事業目的、事業内容及び取り組みの必要性、見込まれる効果について
※外国人技能実習生の受入れ、県内定着に効果があることを具体的に記載すること
※課題・問題点等が複数ある場合は，課題ごとに分けて記載すること

	[bookmark: _Hlk159415491]現状の課題・問題点等
	

	今回実施する補助事業の具体的な内容
	内容






	
	本事業実施により利益を享受する実習生

	
	①国籍：　　　　　　　　　人数：　　　人
②国籍：　　　　　　　　　人数：　　　人
③国籍：　　　　　　　　　人数：　　　人

	補助事業の実施によって見込まれる効果
	

	５　本事業の問い合わせ先

	　所属名　　　　　　　　　　　　担当者名
　電話番号　　　　　　　　　　　FAX番号　　　　　　　　　Email
※本申請に係る問合わせは基本本欄記載のメールアドレス宛に行わせていただきますので、必ず記載ください。
※補助事業者自身が責任をもって計画・実行していただく必要があるため、本欄は作成支援者や支援機関ではなく、申請者もしくは申請者の役職員を問い合わせ先としてください。


[bookmark: RANGE!A1:Q36][bookmark: RANGE!A1:Q45]


（別紙２）（様式第１号関係）

経　費　内　訳　書
１．経費明細表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	内容
	補助事業に
要する経費
（税込み）
	補助対象経費
（税抜き）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	（１）補助事業に要する経費合計（税込み）※２
	
	

	（２）補助対象経費合計（税抜き）
	

	（３）補助金交付申請額　（（２）×補助率1/2以内）※１
	


１．（３）補助金交付申請額は補助対象経費の２分の１以内で、１円未満を切り捨てた金額を記入（上限は３０万円）。

２．資金調達内訳
	区　　分
	金　額（円）

	自己資金
	

	借入金
	

	県補助金※１
	

	その他
	

	合　計※２
	


１．県補助金額は、経費明細表の（３）補助金交付申請額と一致させること。
２．合計額は、経費明細表の（１）補助事業に要する経費合計と一致させること。
